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　The education at graduate level has been working hard to revolutionize itself， guided by 
“the education at graduate school of the new age” reports of the Central Council for 
Education and supported by “the attractive education at graduate school” projects by 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science & Technology （MEXT） of Japanese 
government. Especially at graduate schools in the field of health and medical technology 
and social walfare, the implementation of new schemes has been advocated, namely, a 
facilitation of the enrollment of working professionals, an expansion of programs for 
advanced professionals and the enrichment of regional contribution and industrial-academic-
government cooperation. While it has been encouraged for researchers to apply for the 
competitive funds such as Grant-in-Aid for Scientific Research at most universities, “time, 
space, staffing” obstacles in academic environment for research activities are not fully 
resolved, yet. The use of information technology in education is the current trend, but there 
is a wide range of skill levels among teachers, and  therefore the establishment of the 
support system for challenged teachers is highly expected. Financial as well as 
organizational supports should be revised and improved continuously in order to increase 
the enrollment of new graduate students. Universitys original loan system, stipend, 
employment as teaching/research assistants are examples among them. The high rate of 
degree conferment and  solid achievements of  career path after graduation are the factors 
for successful enrollment program.  It should be noted that a point of attract of graduate 
schools in this field is a solid employment rate after graduation.
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要約
　大学院教育は、中央教育審議会による「新時代の大学
院教育」の答申、文部科学省の「魅力ある大学院教育」
イニシアティブ事業の支援などで様々な改革が試みられ
ている。保健・医療・福祉に関連した大学院においては、
高度専門職業人養成コースの増加・充実、社会人大学院
生が履修しやすい条件のさらなる整備、地域貢献・産学
官連携への貢献が期待されている。教員の研究費は科学
研究費などの競争的資金の獲得がほとんどの大学で奨励
されており、具体的な取り組みが行われている。しか
し、教員の研究環境には課題が多く、特に研究時間、研
究室、研究スタッフの確保においては厳しい実態が窺わ
れた。Information technology教育は拡充の傾向だが、
教員における習熟格差の課題があり、支援体制の確立が
望まれる。大学院進入学者の促進に向けて経済的側面
（大学独自の貸与制度、給付制度、Teaching Assistant、
Research Assistantの採用）での支援、社会人入学者に対
する履修機会、履修環境の改善が問われる。また、大学
院定員の充足のためには、学位取得率が高いことと修了
後のキャリアパスの確立が求められる。「保健分野」の博
士課程修了者は大多数が専門的・技術的職業に就き、他
分野に比して大学教員、研究者への就職が高い。
Ⅰ　はじめに
　「その１」においては、保健・医療・福祉に関連した大
学院（以下、医療福祉系大学院）における教育のあり方
に関して、特に大学院生の研究環境の整備と経済的な支
援について明らかにすることを目的に、先行・関連研究
等による文献調査、医療福祉系大学院での募集要項の記
載内容調査・ヒアリング調査を行い考察を加えた。本報
告「その２」では、①魅力ある大学院づくりに向けた課
題と取り組み、②教員の研究環境、教育体制の拡充、③
大学院進入学促進、学位取得、就業の３点について、文
部科学省の資料を中心にその課題と取り組みを紹介し解
説する。
Ⅱ　魅力ある大学院づくりに向けた課題と取り組み
１．医療福祉系大学院教育の現状
　２００５年に中央教育審議会による「新時代の大学院教
育―国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて―」の
答申１）において、国際的に魅力ある大学院教育の構築を
目的に、単位制度の趣旨に沿った十分な学習量を確保す
るという大学院教育の実質化（「大学院制度の趣旨に
沿った教育の組織的展開の強化」）が求められた。その結
果、多くの大学院が①学則等を改正し、コースワークの
充実等により専攻横断的な科目履修に取り組んでいる、
②経済的支援の取組が実施されている、③研究の進捗状
況に関する中間発表を行う、④学位の質を確保しつつ円
滑な学位授与を促す取組が行われている、ことが検証さ
れた。特に社会人入学が多い分野では、長期履修制度、
夜間・土日開講、インターネットの活用などによる学習
量の確保などの取組が見られた。例えば、「医療系大学
院」註１）では「社会人学生の割合が高く、多くの大学院
が、長期履修制度や夜間・土日開講制など、履修機会の
確保に取り組んでいる」ことが報告された２）。一方、課題
として、「学生の専門資格志向、（中略）看護系大学の増
加などは学生のキャリア形成に大きな影響を与えてお
り、研究者等を志して大学院へ進学する者が減少してい
る」、「優れた研究能力等を備えた医療人の養成機能が強
化されてきているが、専門資格取得のみに重きを置き.具
体的に修得させるべき臨床技能や研究能力に関する到達
目標が不明確な場合も少なくない」の２点が指摘されて
いた。
　このような「医療系大学院」における社会人学生の割
合が他分野に比較して高い傾向は、今後も維持されると
予想される。しかし、修士・博士課程の一層の充実と博
士課程への進学を促進するため次のような課題があげら
れる。①魅力ある大学院教育、②高度専門職業人養成教
育、③社会人大学院生が履修しやすい条件のさらなる整
備、④地域貢献・産学官連携への貢献、である。以下、
①～④について解説する。
２．「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業
　本事業は２００５年度に中央教育審議会から答申された
「新時代の大学院教育―国際的に魅力ある大学院教育の
構築に向けて―」２）の審議と並行して創設された文部科
学省の公募型支援事業（２００５年度、２００６年度、２００７年度）
である。事業の目的は、現代社会の新たなニーズに応え
られる創造性豊かな若手研究者の養成機能の強化を図る
ため、大学院における意欲的かつ独創的な教育取り組み
を重点的に支援する、採択された取り組みを社会に情報
発信することであった。２００６年度の採択教育プログラ
ム３）において「医療系分野」では６０申請中、１１課題が採
択された。採択された課題テーマに共通したキーワード
をあげると、総合的（融合、横断型、双方向）、先導（将
来、次世代）、世界視野（世界基準、国際、留学生）、高
度専門職業人（スペシャリスト、高度専門家）、実質化
（系統的）、人材育成（若手、指導者、研究者、教育者）、
博士取得（修士博士一貫・リンケージ）に集約される。
ここから読み取れることは、「魅力ある大学院教育」とし
て先駆性、国際性、専門性、若手育成が重要であると言
えよう。
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３．高度専門職業人養成教育
　専門職大学院は、社会的・国際的に活躍できる高度専
門職業人の養成に目的を特化した課程として、２００３年度
に創設された。保健・医療・福祉に関連した専門職大学
院は、２０１０年度時点で「公衆衛生等」４大学４専攻、「臨
床心理」６大学６専攻、「他」に社会事業大学の福祉マネ
ジメント研究科の１校に留まっており４）、今後の行方が
注目される。
　一方、同一の専攻・分野に研究者教員養成コースと高
度専門職業人養成コースを併設する大学院が急増した。
高度専門職業人で先駆的に進んでいる分野は看護学分野
であり、平成１１年の２５課程から平成２１年の１０年間で１６０
課程に増加した５）。看護系高度専門職業人では、日本看
護協会の「専門看護師」養成とリンクしたカリキュラム
構成があり、課程修了によるキャリアパスの付加価値が
確立されていることは、大学院入学促進としての意義が
大きいといえる。
　また、高度専門職業人では、社会人入学者の増加に対
して夜間・土日開校での対処、長期履修制度の整備、フ
ルタイム学生には、TA（Teaching Assistant）、RA（Re-
search Assistant）に採用する経済的支援、病院等の休職
制度導入による整備がなされてきた。さらに質の高い教
育研究指導の充実には、複数指導体制の確立、学位審査
の透明化（タコツボ化を避ける）、国際化への対応等が求
められていた。反面、教員数が少ない中で業務量が増え
て教員等の絶対数の増加が必要という課題があげられ
た６）。
　高度専門職業人は、医療福祉系大学院における社会人
大学院生の魅力的なプログラムの１つである。その理由
は高度専門職業人としての学位取得が社会貢献や新たな
キャリアパスの確立に結びつきやすいためである。今後
もこのようなコースは増加すると予測され、社会人大学
院生が履修しやすい条件のさらなる整備、キャリアパス
確立に向けた専門職能団体との連携が求められる。
　
４．社会人大学院生が履修しやすい条件のさらなる整備
　社会人大学院生に対する夜間・土日開講などによる履
修機会確保の取り組みがみられるが、講義へのアクセス
方法の多様化にはさらなる整備が求められる。
　１）Information technology 教育
　大学教員のIT（Information technology）利用につい
ては、「大学教員のIT利用実態調査」７）に包括的にまと
められている。大学内でのIT教育・研究体制の整備を国
立大学と私立大学を比較した場合、私立大学では、特に
IT利用のヘルプデスクが充実しており、「整備されてい
る」の割合が６２％であった。これは、国立大の４２％、公
立大の４４％を大きく上回っていた。同様の結果は、授業
で利用できるWeb教材やｅラーニング教材作成の相談
窓口、ｅラーニングに関する著作権の処理体制でもみら
れる。このことは私立大でｅラーニングにおけるIT利
用体制が進んでいることを示している。これに対して、
国立大学ではTAやFD（Faculty Development）などの
体制が進んでいる。国立大学の８２％ではTA が「整備さ
れている」ことになり、公立大学の４８％、私立大学の５６％
を大きく上回った。FDにおいても同様であった。
　一方、大学教員のITの利用は、「パワーポイントなど
プレゼンテーション・ソフトの利用」、「インターネット
で検索した情報を資料として提供」といった基本的手法
において多用されており、ビデオデッキやDVDプレイ
ヤーなども半数の教員が利用している。授業でのIT利
用程度を年齢別にみると、「ビデオ（ビデオデッキ、DVD
等）の利用」「OHPまたはOHC（書画カメラ）の利用」
といういわゆる従来型メディアは、年齢の上昇とともに
利用率も上昇している。反面、「メールやWeb等を介し
た学生からの課題やレポートの受け付け」、「授業に関す
る自習用練習問題のWebへの掲載」では利用する割合が
２割～１割に低下する。さらに、「教材・資料のWebへ
の掲載」、「メールやWeb等を介した学生からの課題やレ
ポートの受け付け」は年齢の上昇とともに利用率が下降
する。つまり、年齢の上昇と共に従来型メディアに比較
してメール、Web等の利用率は下降傾向であるといえ
る。同じような傾向が、学生の学力水準の高低によっ
て、教員の授業におけるIT利用の実態に差が見られる。
つまり、学生の学力水準が低いほど授業で必要なITスキ
ルが不足しており従来型メディアの利用率が高くなり、
学力水準が高いほど授業に関する議論のための掲示板、
メーリングリストの利用率が高くなる。
　また、「遠隔授業」の制度的導入後、約１０年経た時点で
のｅラーニングの大学教員における担当経験の有無を調
べると「遠隔地の教室に集合した学習者にリアルタイム
で提供する」６％、「各地に点在する学習者に対して、オ
ンデマンドで提供する」４％、「各地に点在する学習者に
対してリアルタイムで提供する」３％であり、この３つ
のタイプのいずれかの経験は９％であった。大学教員の
９.２ 人に１ 人はｅラーニングの経験があり、ｅラーニン
グが徐々に広がりつつあることを示している。
　以上のようにIT教育は様々な利用方法があるが、年齢
が高い教員ほど、学力水準の低い学生への授業ほど、従
来型メディア利用でのIT教育が選択されている。IT教
育の推進及び選択肢を広げた高度なIT教育を導入する
には、教員に対する支援体制の確立、学生へのITスキル
教育が求められると考える。
　２）通信制大学院
　通信制大学院は、１９９９年４月から修士課程の通信教育
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が始まり、博士課程においても２００３年４月に開設され
た。通信課程を設ける大学院の数は２７校（うち、大学と
大学院の両方で通信教育を行う学校は１７校）、学生数は
大学院の修士・博士課程で８,２４１人である８）。
　通信制大学院は、地理、職場環境、時間の制約を軽減
できる利点があり、その授業方法は①印刷教材等による
授業、②放送授業、③面接授業（スクーリング）、④メ
ディアを利用して行う授業の４つがある。各大学院で
は、科目の性格を考慮し、これら授業の方法を効果的に
組み合わせて実施している。しかし、実際には、IT機器
使用の不慣れ、多量のｅメールへの対応、メールに添付
されたレポートの添削（コメント打ち込み）の負担など、
院生指導にあたる教員の相当量の負担増が課題として指
摘される。
５．地域貢献・産学官連携への貢献
　大学が関わる地域貢献・産学官連携の範囲については
定まっていない。また、本活動は大学と大学院を区別し
ていないので、大学・大学院共同（以下本項のみ大学と
して一括する）による活動となる。多くの大学は地域貢
献・産学官連携を担当する部署を設置しており、これら
の広報は、大学ホームページ、自己点検自己評価報告書、
大学認証評価報告書で情報発信している。
　医療福祉系大学院の地域貢献・産学官連携について
は、各大学の自己評価報告書から分類すると、大学と市
民・市民団体、大学と地方自治体、大学と企業・各種団
体の３つの型になる。一方、全国の国公私立大学を対象
にした「全国大学の地域貢献度調査」９）の内容は、より
幅広いフィールド、内容で調査項目を作成している。調
査項目は①地域貢献の体制の充実度、②学生の地域内就
職やインターンシップ実績、③産学連携や行政との連
携、公開講座など地域住民へのサービス度、といった大
きく３つのフィールドを含んでいる。具体的には、地域
貢献に関連した大学の組織・部署、大学発ベンチャーの
有無、企業・行政との連携、大学発の商品開発、学生の
地元就職率、インターンシップ制度の有無、社会人学生
割合などを含む。また、多くの大学で公開講座、教養講
座、生涯学習、ボランティア講座、自治体との行政事業
への連携、現任者・専門職向けの生涯学習セミナ－など
を実施していることや、大学内の施設（運動施設、図書
館、講義室、レストラン等）を原則として無料で開放し
ている大学もある。
　このような大学の地域貢献・産学官連携フィールドは
幅広く、高等教育機関の重要な機能と認識されており、
今後さらにこの事業の必要度が増すと予測される。特
に、医療福祉系大学院では、人的交流、実習、共同研究
などを通じて保健医療機関、福祉機関との連携の基盤が
あり、これらを発展させていくことが大切である。
Ⅲ　教員の研究環境、教育体制の拡充
１．大学教員の研究環境
　１）研究費
　個人研究費、研究旅費はどの大学においても教員に配
分されている。全体的な方向性としては、国立大学の法
人化を契機に運営費交付金の削減が行われ、外部資金獲
得が多くの大学にとって取り組むべき課題となった。特
に文科省科学研究費（以下、科学研究費）、厚生労働科学
研究費、民間研究費助成の競争的資金の獲得であり、ほ
とんどの大学において獲得を積極的に奨励している。以
下、国立大学の実態調査報告書より引用する１０）。科学研
究費の獲得努力を「事実上すべての大学」（９５％）が重視
している。具体的な取り組みは、「事務局による申請書
の不備のチェック」（９５％）、「学長・部局長による教員へ
の申請要請」（９２％）、「募集案内の全教員への通知」
（８２％）等の全学的な努力がなされており、「科研費関係
者（５７％）、審査委員経験者（３７％）、採択実績を持つ教
員（３７％）等による説明会を開催している」、教員を動機
付けるための「『インセンティブ・システム』を導入して
いる大学」（４６％）、「各教員の科研費獲得状況をデータ
ベース化し、公表している大学」（３１％）があげられる。
　個人研究費の執行率は大学、個人より著しい差が生じ
ている大学もある。ある地方医療福祉系私立大学の自己
点検自己評価報告書では、科研費申請が低調であること
を指摘し、科研費等外部研究費の申請率を上げる努力
を奨励している。また、個人研究費以外に学内の競争的
研究費を設けて、取得者はその報告会、学会誌投稿を行
うことが義務づけられていることや、大学を特徴づける
重点的研究課題に対して学内研究費を配分することも
ある。
　２）研究室・研究支援スタッフなど整備状況
　やや古いが第１７期日本学術会議（１９９９年）による「我
が国の大学等における研究環境の改善について」の報
告１１）では、研究環境のうち早急に改善すべき問題点は施
設空間（スペース）であり、自然科学研究室では、最低、
現有面積の２倍程度の建物面積が必要である、としてい
る。さらに、第１９期日本学術会議（２００５年）による「大
学等の研究環境の改善について」の報告１２）では、現状及
び問題点として①研究支援スタッフ比率（技官や実験助
手など）が低い（EU諸国の平均で０.８１人であるのに対し、
日本では０.２８人）、②研究者と区別された研究支援スタッ
フに応募する人が少なくなっている、③研究支援スタッ
フは、長期間同じ設備に従事し、タコツボ的技能になり
やすい、３点をあげている。これらの報告からは、大学
における研究環境のハード面、ソフト面ともに課題を抱

	

えていることが指摘される。
　３）研究時間の確保
　大学教員の研究時間に関する実態調査は、文部科学省
が実施した「大学等におけるフルタイム換算データに関
する調査 報告書」（２００８年度調査）１３）が渉猟した範囲で
唯一であった。本報告書では国際的な基準であるフルタ
イム換算値を算出するのに必要な係数（フルタイム換算
係数）の経年的な比較が可能であった。研究者として重
要な研究時間（研究開発業務）の経過において、２００７年
時点では２００２年に比べて約２割減少、１９９２年に比べて約
３割減少している。研究時間の減少は、「教育活動」、「社
会サービス活動研究関連」の増加が影響している可能性
があり、単純に否定的に判断できない。しかし、大学教
員の研究時間数の減少は研究面における質的レベル低下
に直結する重要な問題でもあり、注視していなければな
らない点である。
　一般に大学教員の活動は、①授業・ゼミ・卒業研究、
実習指導、学習支援等の教育、②入試・就職・教務等の
学内業務、③公開講座・行政機関の審議会等の委員等の
社会貢献、④研究の４点が挙げられる。それぞれの時間
配分は教員によって異なるが、多くの教員が研究時間の
確保に苦慮しているのが現状である。ある医療福祉系私
立大学の教員アンケートでは、研究に十分に時間を取れ
たが２０％、取れなかったが８０％であった。一方、教育に
十分な時間がとれたが６５％、取れなかったが３５％で、研
究時間確保には厳しい実態であった１４）。
　４）図書館の設備
　図書館の整備は重要であり、冊子媒体での購読から電
子ジャーナルのフルテキスト閲覧雑誌数に変更する傾向
が見られる。国立大学の８１％では、電子ジャーナルの環
境が「整備されている」となっており、公立大の５７％、
私立大の４７％を大きく上回る７）。学生からの要望では図
書・学術情報提供システムの充実が上位を占めている。
教員ニーズ、学生・院生ニーズに見合う提供方法を検討
する必要があろう。
　
２．ヒアリングおよび自己点検自己評価報告書からの情
報１５）
　１）Ａ大学院
　北海道地方医療福祉系私立大学院であり、大学は４学
部、６学科、学生定員５５５人、大学院４研究科、学生定員
修士課程７５人、博士課程３０人である（２０１２年時点）。
　個人研究費は教授８０万円、准教授６５万円、講師５０万円、
助教３０万円である。研究活動活性化を図るために、個人
研究費から一律５％を減額調整したものを個体差健康科
学研究所研究プロジェクト研究費予算の一部に充当す
る。個人研究費の繰越は、次年度への残額繰越を認めて
いる。これにより高額機器の購入など複数年による予算
管理が可能となる。
　教員研究室は、個室（平均２５.０㎡）と共同研究室（平
均８０.１㎡）があり、教授及び准教授の個室率は１００％、講
師の個室率は９３.８％、助教の個室率は０％となっている。
全ての教員室に学内LANに接続するための情報コンセ
ント、電話設備、洗面台が設置、ダイヤルイン方式を導
入している。教員は１週間に１日の研修日を取得できる
ことになっているほか、国内研究員（最長１年６ヶ月）、
海外研究員（最長１年）の制度が用意されている。
　２）Ｂ大学院
　中部地方医療福祉系私立大学院であり、大学は８学
部、１４学科、学生定員２,３７５人（通信教育課程１,０００人含
む）、大学院７研究科、学生定員修士課程１００人、博士課
程１０人である（２０１２年時点）。
　個人研究から、科学研究費補助金等の競争的研究費の
申請、重点研究プロジェクトの推進へと、段階的に発展
させるための組織的研究支援を行っている。特に、科学
研究費については申請のための支援を充実させ、平成１６ 
年度から２１ 年度までの間に、申請件数が２.１倍、採択率が
１.９倍に増加した。
　個人研究費は普通任用教員（教授・准教授・講師）５５
万円（うち１０万円は、｢教育・研究についての計画書｣
「同報告書」の提出・審査により支給）、普通任用教員
（助教）４５万円（別途、助教研究支援のための公募制度
あり、１件３０万円）、特別任用教授３６万円、大学院招聘教
員４５万円、客員教員２０万円。研究費の２ヵ年通算運用は
可能である。個人研究費以外に、学内の研究助成制度で
ある「国際学術交流派遣」、「学会開催援助金」、「論文掲
載料補助」（論文１編につき上限８万円）を設けている。
　研究室は、普通任用教員に対しては個室を配置し、特
別任用教授・客員教員は２名１室、助教共用使用となっ
ている。
　教員の研究時間を確保させる方途の適切性として、教
員の担当授業時間数を「大学教育職員の教育担当時間数
等に関わる規則」に定めている（大学院も担当する場合
は合計した時間数）。また、役職や授業以外の大学運営
会議が認定する校務等についても認定時間数を設定し、
研究時間確保のために過度な負担とはならないよう配慮
している。
　学外研究は、専任教員に対して適用し、学外における
研究または調査に短期（６ヶ月以内）、長期（１年以内）の
期間を設けている。特別研究（サバティカル）は一定期
間以上Ｂ大学の教育・研究、管理運営に従事した専任教
員に対して適用している。
　大学院教員の研究環境は、人員スタッフ、研究室の物
理的条件、研究時間、IT環境などは厳しい条件と言え
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る。国立大学と私立大学の格差も大きく、今後、この格
差が狭まることは予測しがたい。その一方、Ｂ大学院の
ように、学内で組織的な研究支援、具体的な制度で研究
の発展を支援している私学もある。このような教員の研
究能力発展補助に各大学院が独自に努力していることが
窺われる。
Ⅳ　大学院新入学促進、学位取得、就業について
１．大学院への進入学促進に向けた対策
　大学院の設置は、大学にとって教育機能、研究機能の
レベルアップに必須の要件であり、そのため大学院生を
安定的に充足することは、大学の重要な要件となる。し
かし、学生に大学、大学院と長期間経済的負担を強いる
ことは、大学院進学への障壁となっている。例えば、「新
時代の大学院教育」６）においては、大学院が学位の質を
確保しつつキャリアパスを明確に示すことの重要性とと
もに、安定して生活できる程度の経済的支援の充実が急
務だと指摘している。経済的負担の大部分は、授業料等
の学納金負担であることは明らかであろう。我々が実施
した大学院募集要項からの大学院授業料の調査では、私
立大学と国公立大学との差が平均額で２３２千円、最高額
で６９６千円生じていた。また、国公立大学間の最高額と
最低額の差は４２３千円だが、私立大学間の最高額と最低
額の差は９８０千円と大きい（表１）１５）。このように国公立、
私立の授業料等の差額に対して私立大学においては大学
独自の貸与制度、給付制度による対策がとられている。
例えば、学部からの進学者の入学金を免除する、長期履
修制度で授業料等を３年に均等割りにして負担軽減を図
る、寄付金や補助金で院生を雇用する、TA、RAに雇用
するといった支援が広がりつつある。しかし、「大学院
在学を通じて必要な学生納付金等や経済的支援等に関す
る見通し（ファイナンシャル・プラン）が公表されてい
る大学は少ない」とする指摘６）もあり、今後も支援の充
実が必要であろう。
　大学院進学のもう１つの障壁として、社会人入学者に
対する履修機会、履修環境改善の問題があげられる。答
申６）でも社会人入学者の増加が指摘されており、夜間・
土日開講、長期履修制度、交通至便でない地域でのイン
ターネット活用、サテライト校舎の設置による履修機会
の整備が行われている。また、大学院生室の確保、パー
ソナルスペースと共用スペースを確保した十分な広さ、
机、パソコン、書籍など環境整備の充実を図ることが行
われている。しかし、大学による学納金格差が認めら
れ、履修機会、履修環境に不利な大学院は、そのことが
大学院生充足にも影響していることが推察される。
　大学院への進入学促進に向けた“基本的視点”は、大
学院の特徴的な教育システム、教員の研究業績、地域貢
献・産学官連携により大学院の知名度を上げ、社会に認
知されることが重要である。また、地方の中規模私立大
学院では、授業料等の負担軽減、履修機会・履修環境の
整備も避けられない点でもある。また、優秀、個性豊か
な教員との出会いや大学院の校風、修学環境によって、
学習意欲をもつ人を魅了するような風土を育てることが
求められることは言うまでもない。
２．学位取得と就職実績
　大学院定員の充足に向けた対策として、前項の“基本
的視点”とともに、学位取得率が高いこと、修了後のキャ
リアパスが確立されていることが大切である。２つの実
態について考察する。
　１）学位取得者数
　大学院設置基準上、課程の修了単位数は修士課程が３０
単位以上、博士課程は特に定めがないが、学位の取得の
ためには論文または課題研究などの成果を発表し審査を
受ける必要がある。１９５１年４月から２００９年３月までに全
国の大学院において学位を取得した人数は、修士が約
１４９万人で、博士が約４５万人（課程博士約２５万人、論文博
士約２０万人）、専門職学位は２.７万人であった１６）。
　博士課程の場合は、課程を修了しても博士論文の審査
に合格しないため学位を取得できない「満期退学者」が
存在する。２０１１年３月における博士課程修了者１５,８９２人
のうち、「満期退学者」は４,４８２人で、２８％が学位を取得
せずに修了している１７）。満期退学後の一定期間内に学位
論文の審査を受けて学位を取得することが可能である
が、研究機関や教育機関の従事者を除けば、職場や家族
の理解がなければ時間的な制約等が大きく、その取得は
難しい。今後、キャリアパスとの関係での調査を行うこ
とで、「満期退学者」の実態を把握し、対応策を講じる必
要性があろうと考える。
表１　調査大学院における学費一覧　ｎ＝３３
国公立大学
（ｎ＝１６）
私立大学
（ｎ＝１７）学　費
２１　５０～６９万円
１１５　７０～８９万円
（３：県外者）３　９０～１０９万円
５１１０～１２９万円
２１３０～１４９万円
１１５０～１６９万円
７９６千円１,０２８千円平均額
９５９千円１,６５５千円最高額
５３６千円　６７５千円最低額
注；学費には入学金、授業料、他を含む

	

　２）就職実績８）
　修士課程の就職率は２００４年度、６６％から２００８年度、
７５％まで上昇し、その後、７０％前半で横ばいである。
２０１１年度の全分野の修士課程修了者は７４,６８０人である
が、そのうち博士後期課程等への進学者（就職し、かつ
進学した者１８２人を含む）が８,０６０人（１１％）、就職者（就
職し、かつ進学した者を除く）が５４,００６人（７２％）、その
他１２,６１４人（１７％）であった。全就職者５４,１８８人（就職か
つ進学者含む）の就職先は、専門的・技術的職業が５２,５３３
人（７９％）を占めている。「保健分野」註２）では修了者６,１９７
人、その内就職者４,９３１人（８０％）で、その大多数である
４,５１３人（７３％）が専門的・技術的職業への就職である。
この内訳は、大学教員２５７人、研究者４１２人、薬剤師１,２８０
人、保健師・助産師・看護師７８３人、医療技術者６３４人、
その他の保健医療従事者１７３人である。修士課程では博
士後期課程への進学者が少なく、圧倒的に就職者が多
い。進学するためには学費等負担に対する経済的裏付け
が課題であり、奨学金等による支援が求められる。病院
等の医療機関や研究機関は、教育・研究との関連が強く、
継続的に教育・研究に関われることから「保健分野」に
おける就職者が多い傾向が現れると考えられる。 
　同様に博士課程の就職率は２００４年度、５６％から２００９年
度、６４％まで上昇し、その後、６０％前半で横ばいである。
２０１１年度の全分野の博士課程修了者（所定の単位を修得
し、学位を取得せずに満期退学した者４,４８２人を含む）は
１５,８９２人で、そのうち進学者（就職し、かつ進学した者
１０人を含む）が１０８人（０.７％）、就職者（進学者を除く）
が１０,１５０人（６４％）、 その他５,６３４人（３６％）であった。全
就職者（就職かつ進学者を含む）１０,１６０人の内、「保健分
野」が４,１１１人（４０％）である。「保健分野」の就職先は、
その大多数である４,０２８人（９８％）が専門的・技術的職業
である。この内訳は、 大学教員８８１人、研究者４６２人、 医
師、歯科医師、獣医師、薬剤師が２,３５１人、 保健師・助産
師・看護師３１人、その他の医療従事者１５０人である。大学
教員、研究者への就職が「保健分野」では３３％と多く、
他の分野にない特色である。近年、看護師等の医療技術
者を育成する大学等の設置が増えていることが一因と考
えられ、今後もこの傾向は続くと予測される。
　
Ⅴ　結語
　文部科学省資料を中心に医療福祉系大学院のデータの
紹介を通じて、医療福祉系大学院における魅力ある大学
院づくりに向けた課題と取り組み、教員の研究環境、教
育体制の拡充、大学院新入学促進、学位取得、就業につ
いて概観した。今後、各大学院における独創的な取り
組み、効果的な取り組みを紹介していくことが必要と考
える。
　本研究は、平成２２年度新潟医療福祉大学学内研究奨励
金学長裁量研究費により行われた。
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註
註１）「医療系大学院」とは，「新時代の大学院教育」平
成１７年度答申に，「人文社会系」，「理工農系」，「医療
系」の３つのワーキンググループが設置され，使用
された用語である．「医療系」はさらに「医学・歯学
系」,「薬学系」，「看護学系・医療技術系」「他」に
分けられる．
註２）「学校基本調査」の付属資料である学科系統分類
表によると，大学院は専攻分野別に１１に大分類さ
れ，「保健」が含まれる．「保健」は「医学」，「歯学」，
「薬学」，「その他」に中分類される．「その他」は，７７
に小分類（専攻）にされ，看護学や理学療法学，作
業療法学，言語聴覚学，栄養学，医療情報学などの
保健・医療関連職種の学問が含まれる．データは大
分類の「保健」でまとめてある．
　　（参考：文部科学省資料．学校基本調査付属資料，学
科系統分類表，大学院より）
